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はじめに

近年、大手管理業者は、マンション管理の現状を踏まえ、第三者管理方式（管理

会社管理者方式）を積極的に採用する傾向にあるとされております。

従来、マンション管理は、区分所有者で構成された理事会が中心となって行うこ

とが前提とされてきました。

しかし、マンションの居住環境の変化に伴い、「高齢化」や「賃貸化」等により、

役員のなり手不足が問題視され、更に建物の「老朽化」や管理の「複雑化」が進み、

その専門性が求められるようになってきました。

そこで、この課題に対応する対策として、マンション標準管理規約が改正され、

外部専門家を役員として就任する第三者管理方式が、明記されました。

＜参照＞

：マンション標準管理規約 → 外部専門家役員の選任（第３５条・別添１他）
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築４０年以上のマンションの推移

◆実態調査

：令和５年度マンション総合調査結果（国土交通省）

５００万戸 ＜４６３．８＞

４００万戸

３００万戸 ＜２７４．３＞

２００万戸

１００万戸

＜１３６．９＞

５０万戸 ＜４１．５＞

０万戸

（2013 年末） （2023 年末） （2033 年末） （2043 年末）
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７０歳以上の世帯主割合

◆令和５年度マンション総合調査結果（国土交通省）

：築年数が古いマンションほど７０歳以上の割合が高く、空室、賃貸、管理費等

の滞納が多い（管理不全マンションのサイン）

：築４０年（１９８４年以前のマンション）

５５ ％

＜５５．９＞

４５％

３５％

２５％

＜２９．９＞

＜１８．２＞

１５％

＜１５．９＞

０％

（築１０年） （築２０年） （築３０年） （築４０年）
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役員不足の原因と対策

１．原因

（１）区分所有者の高齢化 → 管理能力の限界

（２）区分所有権の賃貸化 → 居住区分所有者の減少傾向

（３）管理の無関心状態化 → 区分所有者の共同管理による意識の低下

（４）管理の複雑・設備の高度化 → 管理の専門性

２．対策

（１）役員資格の緩和 → 外部区分所有者及び同居の親族等も対象

（２）役員報酬制度等 → 役員保険及び報酬制度の検討

（３）非居住者協力金 → 管理協力金の検討（２，５００円／月）

（４）専門家の活用等 → 第三者管理方式（管理会社管理者方式）の検討
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マンション管理の仕組み

１．管理者方式

管理組合は、区分所有者（＝管理組合）を代理（代表）する管理者を置き、その

業務を行う方式です（建物の区分所有等に関する法律第２６条、以下「区法」という）。

２．理事会方式

管理組合は、管理規約で、理事会を構成する役員を区分所有者から選任し、

その理事長を管理者（理事長＝管理者）として、管理組合の運営業務を行う式

です（マンション標準管理規約第３８条、４０条、５１条他、以下「規約」という）。

３．第三者管理方式

管理組合は、外部の専門家を管理者（管理会社管理者）又は理事会役員に就任し、

その業務を行う方式です（規約第３５条）。



7

第三者管理方式３パターン
＜標準管理規約で規定している３パターン＞

（A）理事・監事外部専門

家型又は理事長外部

専門家型

（B）外部管理者・理事会

監督型

（C）外部管理者・総会監

督型

＊今回想定する方式

・理事会あり ・理事会あり ・理事会なし

・管理者＝理事長 ・管理者≠理事長 ・理事長がいない

・理事会役員に外部専門

家を入れる

・理事長（＝管理者）を

外部専門家とすること

も可能

・外部専門家は「管理者」

に就任

・監視する理事会に外部

専門家の役員を選任す

ることも可能

・外部専門家は「管理者」

（管理会社）に就任

・総会や区分所有者らの

監事と外部監査で監視
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一般的な管理方式（理事会あり）

管理組合

総会＝意思決定機関（区分所有者）

（議案 提出）

＜理事会＞

事業者 ≠ 管理者 ＝ 理事長 ・ 理 事

（管理会社） （区分所有者） （区分所有者）

監 事

◆内 容 → 理事長と管理者は同一の地位

◆総 会 → 理事会の議案提出に対して賛否の決議

◆取 引 → 工事発注者と受注者が異なる（チェック可能）

＊理事長は、管理者

として、管理者業

務を執行する

＊監事

区分所有者監事

＊監事の業務

・業務の執行監査

・財産の状況監査
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管理会社管理者方式（理事会なし）

管理組合

総会＝意思決定機関（区分所有者）

＜理事会廃止＞

（議案提出） ：区分所有者監事

事 業 者 ＝ 管 理 者 監 視

（管理会社） （管理会社） ：外部専門家監事

◆内 容 → 管理会社は、管理者と事業者の異なる２つの地位を取得

◆監 視 → 管理者の監視は、総会や監事（外部監事含む）

◆取 引 → 利益相反：工事発注者と受注者が同じ（チェック不可能）

＊利益相反とは一方の立

場（管理会社）では利

益になり、他方の立場

（管理組合）では不利益

とる場合のこと

＊総会は管理者の議案提

出に対して賛否の意思

によって監視する

＊監事

１名は外部の専門家か

ら選任
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利益相反取引の制限 について
１．管理会社管理者と管理組合の関係

（１）管理者の立場

・管理者は管理組合に対して委任契約に基づく善管注意義務があり、管理組合

の利益を図るべき立場にある（区法第２８条、民法第６４４条）。

（２）利益相反取引の制限

・下記、管理者の代理行為は、公正に行為することが期待できないため、制限を

受ける（民法条１０８条、規約第３７条の２）。

・自己契約 → 当事者の一方が他方の代理人となる取引

・双方代理 → 同一人が当事者双方の代理人となる取引

・事前承認 → 代理人は重要な事実を開示して総会の承認を受ける必要がある。

・重要な事実→ 相手方、数量、価額、取引期間、取引きによる利益、取引きを

行う理由 等
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２．利益相反行為の判断基準

・基準 → 利益相反行為は、行為の外形から客観的に判断し、管理者の意図

や動機から判断すべきではないと解されている（最判 S４８・４・２４）。

３．利益相反行為の具体例

（１）自己契約 → 管理者（Ｙ）が管理組合（Ｘ）を代理して自己のために

請負契約を締結する場合

：利益相反 →（Ｙ）が、（Ｘ）の利益を犠牲にして自己の利益を図ること

＜図 解＞

◆（Ｙ）自身が（Ｘ）と請負契約を締結する

管理組合（Ｘ） 請負契約 （Ｙ）管理者

（発注者） （受注者）

＜注＞：（Ｙ）は 管理組合（Ｘ）の管理者に就任している
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（２）双方代理 → 管理者（Ｙ）が、管理組合（Ｘ）と第三者（Ｃ）の双方を代理

して請負契約を締結する場合

：利益相反 →（Ｙ）が、一方の当事者（Ｘ）の利益を犠牲にして、他方の

当事者（Ｃ）の利益を図ること

＜図 解＞

◆（Ｙ）が（Ｘ）と（Ｃ）の双方を代理し、（Ｘ）・（Ｃ）間で請負契約を締結

管理組合（Ｘ） 請負契約 （Ｃ）第三者

（発注者） （受注者）

（Ｙ）

＜注＞：管理者（Ｙ）の立場

（Ｙ）は管理組合（Ｘ）の管理者で、かつ第三者（Ｃ）業者の代表取締役
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管理会社管理者のメリット等
１．メリット

（１）区分所有者の負担軽減（役員の担い手不足の解消）

（２）専門的な見地に基づく機動的な業務執行が期待

（３）意思決定の迅速化

（４）課題把握の適格化

（５）情報収集能力の向上 等

２．デメリット

（１）管理組合経費の支出増大

（２）区分所有者の望まない管理方針が行われる可能性が高い

（３）区分所有者の管理意識の低下（将来、理事会方式への変更が困難）

（４）利益相反取引きの可能性が高い（管理組合にとって重要度の低い工事が、

管理会社により施工される可能性がある）。等
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管理会社管理者業務の適正化
１．責任所在の明確化

・管理組合は、管理者業務と管理業務の委託契約書を別々に交付

２．管理者が地位を離れる場合

・辞任は一定期間その地位に留まり、解任は速やかに地位を喪失する等

３．利益相反取引の制限

・重要な事実の開示 → 総会の事前承認決議が必要 等

４．大規模修繕委員会の設置 → 修繕委員会が主体的に検討

５．財産の分別管理の徹底

・通帳・印鑑の管理 → 印鑑等は監事が保管

６．総会の決議 → 欠席組合員は「議決権行使書」による

７．監事の役割 → 資料 No１参照 等

◆管理の透明性と外部専門家との信頼性が重要である
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管理者業務の適正化（コメント）

１．管理者が地位を離れる場合 → 管理者の解任を可能にする措置

：規約に管理者の固有名詞を記載しない → 解任に規約改正（４分の３）が必要

：解任後の管理者業務は一時的に監事が行う

２．財産の分別管理の徹底

（１）非法人管理組合の預金口座名義に注意 → 名義人の倒産

：管理会社名義 →「○○マンション管理組合管理代行△△管理会社」名義の場合、

預金が戻らない可能性がある。

：理事長名義 →「○○マンション管理組合理事長◇◇」名義の場合、金融機関は

「管理組合」の団体を預金権利者として扱っている。

（２）現金の取り扱いに注意

：支払い方法 → 口座振替・振込等による

：積立金運用 → 中途換金に総会議事録等が必要な「マンションすまい・る債」
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外部管理者方式導入の流れ
１．導入の見極め

・メリット・デメリットの検討

２．検討開始

・理事会が主体となって検討開始

３．説明会

・区分所有者への説明会、アンケート実施

・予定管理会社からの説明 等

４．具体的検討

・規約改正案、報酬予算案等の検討

５．導入決議

・外部管理者の選任、規約改正、報酬等予算等を正式決定
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おわりに
従来、マンション管理運営については、理事会方式が中心となって実施されて

きました。

しかし、老朽化や役員のなり手不足等による管理不全マンションが多発するよ

うになり、その対策として、管理会社管理者方式（理事会廃止方式）が活用され

る傾向にあります。

確かに、この方式を採用することは、メリットもありますが、他方、管理会社

による利益相反取引のリスクもあり、導入に際しては、管理会社管理者業務の

適正化が十分に担保されているかを考慮し、慎重に検討する必要があります。

以上

＜参照＞

：マンションにおける外部管理者方式等に関するガイドライン（国土交通省）


